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平成 29年 9月 13 日

第１４７回社会保障審議会介護給付費分科会における意見書

一般社団法人日本福祉用具・生活支援用具協会（JASPA）

一般社団法人日本福祉用具・生活支援用具協会（以下 JASPA という）は、福祉用具の製造

事業者・輸入事業者を中心に構成されている協会で、平成 15 年 4月に設立されました。

JASPA は、厚生労働省・経済産業省等と協力し、利用者にとって真に役立つ福祉用具を供

給するため、標準化活動としての「福祉用具の JIS 規格原案策定」をはじめ、福祉用具につい

てより安全安心な製品を開発･普及する仕組みづくりを構築するなどの活動を行っておりま

す。

次期の介護報酬の見直しに当たっての JASPA としての意見・要望は次のとおりです。

1.福祉用具貸与価格の上限設定について

福祉用具貸与価格については、平成 28 年 12 月 19 日、平成 29 年度予算の編成過程にお

ける大臣折衝において、「貸与価格に一定の上限を設けることが適当である」といった内容が盛

り込まれ、貸与価格の上限設定を「全国平均貸与価格＋１標準偏差」として、施行日について

は平成 30 年 10 月となりました。

貸与価格の上限設定を行うに当たり、その運用に当たって下記の点に留意して頂きたいと考

えます。

（1）平均価格と比べて著しく高価な価格請求を排し、貸与価格への信頼を向上させる仕組みを

構築して頂きたい。

現在の福祉用具貸与価格は「自由価格」であり、既に競争が十分働いており、より利用者ニ

ーズにマッチした製品が安価に提供される仕組みになっていると考えています。上限設定の目

的は、自由価格を基本として、同一商品であっても平均的な価格と比べて著しく高価な価格請

求が行われているケースをチェックし解消することです。上限設定に当たっては、その目的に沿

った合理的かつ公正な仕組みづくりと迅速な運用を行うことが必要と考えます。

（2）上限設定の見直しサイクルについては適切な期間設定を行って頂きたい。

上限設定の「見直しサイクル」は現時点では明確にされておりませんが、頻繁な見直しにより

貸与価格が急激に変動するとすれば、安価だが機能性や安全性などが軽視された福祉用具の

増加を助長するだけでなく、機能性や安全性の向上を目指している福祉用具製造事業者の開
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発意欲を減退することが懸念されます。また、福祉用具製造事業者にとって、近年運送費の高

騰や安全性向上への設備投資など、コスト面での環境は年々厳しくなってきています。し

たがって、新たな制度が定着しその検証が行われる十分な期間を確保しつつ、適切な見直しの

期間の設定を行って頂きたいと考えます。

（3）商品コードの設定について

現行において、介護給付費の請求に当たっては、明細書にTAIS（タイス）コード、ＪＡＮ（ジャ

ン）コード又はローマ字で商品コード等の記載をしているが、今後はTAISコード以外の記載に

ついても、「５ 桁-６ 桁（ 半角・英数字）」（福祉用具届出コード）とすることが予定されていま

す。

JASPAは会員に対し、福祉用具の詳細が明記されている TAIS コードの取得を積極的に働

きかけていくが、製造及び輸入事業者が TAIS コードを取得するに際し、手続き、費用等につ

いて過重な負担とならないよう十分配慮頂きたい。

2.介護現場でのロボット・センサー等の活用について

今年６月９日に閣議決定された「未来投資戦略2017」において、「介護ロボット・センサー等

の技術を活用した介護の質・生産性の向上」として、介護現場でのロボット・センサー等の活用

が打ち出され、厚生労働省においては、これらの方針に沿って、介護ロボット・センサーの開

発・普及に向けた取組を進めています。

JASPA においても「介護ロボット・センサー」の開発を行っている会員があり、介護

施設等で業務効率化等に有効利用されている実績がある。今後の普及活用を促進するた

め、介護報酬における適切な評価を要望します。

今後もJASPAでは、介護現場において有効かつ安全安心に利用できる「介護ロボット・セン

サー」等の開発への普及啓発に取り組んでいくが、厚生労働省にもこれらの活用に対し、環境

整備と啓発普及を是非お願いしたい。

以上
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平成 29年 9月 13日 

一般社団法人 日本福祉用具供給協会 

 

１．当協会の活動について 

当協会では、福祉用具貸与事業所ならびに福祉用具専門相談員の質の向上を図り、健全な業

界となるよう様々な取り組みを行っております。具体的には、独自制度である「福祉用具選定

士」研修会や資質向上研修会、ケアマネジャーとの連携を重視した研修会の開催や、老健事業

として毎年、様々な調査研究を実施しているところです。更に、災害時に被災地において福祉

用具が迅速に行き渡るよう、「災害時における福祉用具の提供協力に関する協定」を全国の県や

市区町村に働きかけを行い、締結を推進しております。 

  （1）研修会の開催 

     ①福祉用具選定士認定研修会 

福祉用具専門相談員 2年以上の実務経験を受講条件として、5日間30時間の実習中

心の研修を実施。修了試験の合格を経て福祉用具選定士として認定するもの。平成 17

年度に創設し、昨年度までで 2,442 名を認定。 

     ②資質向上研修会 

協会員を中心に、福祉用具サービスの専門性を高める研修会を全国の各ブロック（県）

単位で開催。 

     ③ケアマネジャー連携研修会 

ケアマネジャーと福祉用具サービスの連携強化を目的として、ケアマネジャーに向

けた研修会を全国の各ブロック（県）単位で開催。 

  （2）老健事業調査 

昨年度（平成 28 年度）は「福祉用具・介護ロボットの貸与（販売）価格の適正化に

関わるシステム構築に関する調査研究」を実施し、福祉用具貸与事業所における業務プ

ロセス及び貸与価格設定プロセスに関するガイドラインを成果物として作成。 

  （3）災害時における福祉用具の提供協力に関する協定 

東日本大震災（平成 23 年 3 月）の際、要支援者に対して福祉用具が十分且つ円滑に

供給できなかった教訓から、当協会は災害時に関する福祉用具の供給マニュアルを策定

し、自治体向けに協定の締結を開始。平成 23年 12月に大阪市と締結してから現在に至

るまで 100の自治体と締結。 

 

２．自主事業による調査結果について 

当協会では昨年 3月、自主事業にて「利用している福祉用具の代替手段に関する調査」を実

施し、福祉用具サービスが費用的にも、介護人材不足に対応する面においても非常に優れたサ

ービスであることを裏付けました。 
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  （表１）転倒に関する調査結果 

福祉用具を利用する前に半数以上の方が転倒を経験しており、また、福祉用具を利用す

ることによって、9割以上の方が転倒の不安や困難さが軽減したと回答している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （表２）訪問介護サービスに代替した場合の費用増加試算 

要介護２までの軽度者の福祉用具の給付を削減する効果は年間 1,130 億円であるのに対

して、1日1回効率的に訪問介護を利用したと仮定した場合の費用試算は2,500億円となり、

給付費としては逆に増加する結果となった。 

 

  （表３）訪問介護サービスに代替した場合の介護人材増加試算 

表２の費用試算を介護人材に置き換えた場合、11万人以上が新たに必要となる結果とな

った。（介護職 1人が 5回/日×20日/月の稼働を仮定した試算） 

    

 

 

利用する前の転倒等の経験 

利用することによる転倒の不安や困難さの軽減 
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３．本年度老健事業「福祉用具の利用に関する効果研究事業」について 

当協会では本年度、老健事業の「福祉用具の利用に関する効果研究事業」のテーマに応募し、

採択をいただきました。全国で大規模な調査を実施し、客観的な調査結果として足り得る標本

数の確保を目指しております。これによって、福祉用具サービスの本格的なエビデンスの構築

を進めます。 

４．貸与価格の動向について 

福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付が行われるよう、

保険給付における公定価格を定めず、現に要した費用の額（＝自由価格）により保険給付する

仕組みとされているところです。これによる貸与価格の動向は、介護給付費分科会の参考資料

としても度々示されている通りであり、市場競争によって貸与価格が低下していることがわか

ります。 
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５．受給者数について 

福祉用具貸与は、居宅サービス利用者の半数以上にあたる約 200万人の方にご利用いただい

ており、居宅サービスの中で一番多くの方にご利用いただいているサービスです。 

    

   出典：厚生労働省介護保険事業報告（平成 29年 6月） 

 

６．保険給付費について 

福祉用具貸与は、保険給付費全体では 3.2％という構成比です。 

    

   出典：厚生労働省介護保険事業報告（平成 29年 6月） 

 

７．福祉用具・住宅改修サービスの長所 

   ・24時間、365日利用できるサービスです。 

   ・高齢者自身の自立意欲を高め、介護負担の軽減ができるサービスです。 

   ・少ないコストで多くの方にご利用いただけるサービスです。 

   ・離島や山間へき地のような人的サービスが行き届かないところにも行き渡るサービスです。 

   ・「モノ」ではなく、「機能」を提供するサービスです。 

   ・レンタル制度は、身体状況などにあわせて適切に変更できるサービスです。 

 

８．貸与価格上限制を円滑に実施するための要望書について 

このような福祉用具貸与サービスの特徴や環境・動向から、別添の通り要望書を提出する次

第です。何卒、お取り計らいくださいますよう、よろしくお願い申し上げます。 

以上 

居宅サービス利用者数
（単位：人）

居宅サービス名 利用者数 割合
福祉用具貸与 1,990,300 52.3%
通所介護 1,360,033 35.7%
訪問介護 1,172,690 30.8%
居宅療養管理指導 633,481 16.6%
通所リハビリテーション 572,734 15.0%
訪問看護 450,387 11.8%
短期入所生活介護 323,555 8.5%
特定施設入居者生活介護 214,290 5.6%
訪問リハビリテーション 96,702 2.5%
訪問入浴介護 65,734 1.7%
短期入所療養介護（老健） 47,488 1.2%
短期入所療養介護（病院等） 2,066 0.1%

合計 3,806,094 100.0%

保険給付費
（単位：百万円）

構成比
居宅サービス 366,974 50.8%

通所介護 93,473 12.9%
訪問介護 67,450 9.3%
福祉用具貸与 23,233 3.2%
その他 182,818 25.3%

地域密着型サービス 118,138 16.3%
施設サービス 237,866 32.9%

722,978 100.0%

介護サービス名

合計
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福用協第５５号 

平成29年 9月 13日 

社会保障審議会介護給付費分科会 

会長 田中 滋 殿 

一般社団法人日本福祉用具供給協会 

理事長 小野木 孝二 

福祉用具貸与価格上限制に対する要望 

 平成 28 年 12 月 9 日に社会保障審議会介護保険部会がとりまとめられた「介護保険制度

の見直しに関する意見」では、福祉用具貸与価格は、同一商品であっても、平均的な価格

と比べて非常に高価な価格請求が行われているケースが存在するなどの問題があることが

指摘されました。これを踏まえて、自由価格を基本としつつも、一定の歯止めを設けるこ

とが適当とされ、具体的には、貸与価格に一定の上限を設けることとされました。当協会

もこの方向性に沿って、福祉用具貸与価格の適正化及びサービスの質の向上に向けて取り

組んで参る所存です。つきましては、制度の円滑な施行に向けて下記の通り要望しますの

で、何卒お取り計らいくださいますよう、お願い申し上げます。 

記 

１．福祉用具貸与事業所の貸与価格修正には、カタログ改訂やシステム改修などに多くの時間を要

します。全国介護保険担当課長会議（平成29年 7月 3日）では、全国平均貸与価格や貸与価格

の上限の公表が平成30年春～夏頃とされているところですが、必要な情報については、連携を

取りながら、できる限り早い時期に公表していただきたい。 

２．全国平均貸与価格や貸与価格の上限を設けることによる影響については、その影響の把握の必

要性が平成 29 年 6 月 21 日の介護給付費分科会で意見があったところです。このため、一定の

上限を設けることにより、歯止めができているか等の影響について実態把握の上、適切に対応

いただきたい。 

３．福祉用具貸与事業所は、効率化を図る観点から事業所それぞれのシステムによって給付費の請

求などを行っています。今後は、これらのシステムを修正・変更することで、全国平均貸与価

格や貸与価格の上限の設定などの制度上の見直しの運用を行うことが想定されることから、公

開される全国平均貸与価格や貸与価格の上限等は、ホームページ上で１件ずつ検索できるだけ

ではなく、システムに取り込みができるよう TAIS コードと国が付与する新コードを一体的に、

データベース形式で公表いただきたい。 

４．適正なデータに基づく全国平均貸与価格の算出や貸与価格の上限の設定については以下のよう

な点に留意していただきたい。 

（1）同一のTAISコードで、複数のサイズバリエーションが登録されているような事例について

は、商品ごとの全国平均貸与価格等が適正に算出されないこと。 

（2）算出された全国平均貸与価格等の正確性を担保するため、誤記がない等の給付申請が適正

に行われる必要があること。

５．今回の制度の見直しにより、当協会としても福祉用具貸与による適切な適合と適正な価格によ

る貸与などのサービスの質の向上に取り組んでまいりますが、制度の適正な運用のためにも必

要に応じて保険者等により適切な行政指導がなされるよう指導いただきたい。 

以上 
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２０１７年９月１３日 

社会保障審議会介護給付費分科会 

分科会長 田中  滋 様 

社会保障審議会介護給付費分科会委員 

伊藤 彰久 

技能実習生の介護報酬での取扱いに対する意見書 

 社会保障審議会介護給付費分科会(第 146 回)において報告された、外国人技

能実習生の介護報酬上の取扱いについて、外国人の技能実習の適正な実施及び技

能実習生の保護に関する法律（以下、「技能実習法」という。）において「技能

実習は、労働力需給の調整の手段として行われてはならない」とされているこ

とを踏まえ、本分科会での審議事項でない点も含め、下記のとおり意見を提出い

たします。 

記 

１．介護報酬を技能実習に充てることについて、本分科会の報告事項とするの

ではなく、技能実習法案に関する参議院法務委員会の附帯決議等を尊重し、

利用者の安心・安全を確保するとともに介護サービスの質を担保する観点か

ら、本分科会で検討すべきです。 

２．介護従事者の適切な処遇の確保や介護のサービスの質の担保等の課題が生

じていることが確認された場合には、技能実習の対象職種の見直しを行うこ

とを求める、技能実習法案に関する参議院法務委員会の附帯決議等の履行の

ため、実習実施者における介護のサービスの提供状況や実習の実施状況を本

分科会に定期的に報告を求め、検証すべきです。 

３．利用者の安心・安全を確保するとともに介護サービスの質を担保する観点

から、介護サービスの情報公表制度において、事業所に在籍する技能実習生

の人数および割合を「基本情報」として明確に位置づけ、実習実施者の都道

府県に対する報告を徹底させるべきです。 

以 上 

社保審－介護給付費分科会 
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